
いちごドリルプリント

市場経済プリント 名前

問1 生産者が作った農産物が、卸売業者や小売業者などの段階を経て、最終的に消費者の手元に届くまでの社会的な仕組みを何というか、最も適切
なものを選びなさい。 （2016年 滋賀公立入試 類似）

1. 資本 2. 流通 3. 配当 4. 開発

問2 為替レートが1ドル＝115円から1ドル＝126円へと変動し、円安が進行した場合の日本経済への影響として、最も適切なものはどれですか。
（2023年 静岡公立入試 類似）

1. 海外から輸入する原油や原材料の
価格が値上がりし、国内の製品価格
を押し上げる要因となる。

2. 日本から海外へ輸出する自動車な
どの商品の現地価格が上昇し、輸出
競争力が低下する。

3. 日本国内の消費者が海外旅行に行
く際、以前よりも少ない日本円で現
地のサービスを利用できる。

4. 輸入業者にとっては、海外の商品
を安く買い付けることができるよう
になるため、利益が増加する。

問3 クーリング・オフ制度を利用して契約の解除を行う際の手続きや仕組みについて、正しい説明を選びなさい。 （2026年 福岡公立入試 類似）

1. ハガキなどの書面や電磁的記録に
よって通知し、損害賠償金や違約金
を支払う必要はない

2. 販売会社に電話で直接連絡して合
意を得る必要があり、商品の返送料
は消費者が負担する

3. 契約時に支払った代金の一部を解
約手数料として差し引かれるが、残
額は返金される

4. 消費者センターに申し立てを行い
、許可を受けた場合のみ支払った代
金の全額が返金される

問4 現代の日本が進めている行政改革の一つに「規制緩和」がありますが、この政策が実施される背景や目的として最も適切な説明はどれですか。
（2025年 愛媛公立入試 類似）

1. 新規参入の壁となっている許可や
認可の制度を緩め、市場の競争を活
発にするため

2. 国から地方公共団体へ権限を委譲
し、地域独自の行政サービスを展開
するため

3. 行政機関が作成した文書を国民が
請求できるようにし、政治の透明性
を確保するため

4. 公務員の定員を削減し、省庁を統
合することで行政組織のスリム化を
図るため

問5 秋田県の特産品である「きりたんぽセット」のラベルに、税込価格1,080円と表示されています。この商品の消費税率が8％であるとき、消費税
が課される前の「本体価格」として正しい金額はいくらですか。 （2016年 秋田県公立入試 類似）

1. 1,000円 2. 920円 3. 1,166円 4. 1,080円

問6 ある特定の商品の市場において、数社の大企業がシェアの大半を占める「寡占」の状態にあるとします。これらの企業が話し合って商品の価格
をいっせいに引き上げる約束をした場合、公正取引委員会が調査を行い、是正を求めることがあります。このような監視が必要とされる理由に
ついて、経済の仕組みの観点から説明したものとして最も適切なものはどれですか。 （2022年 愛知公立入試 類似）

1. 企業間の競争が失われると、価格
が高止まりするなどして、消費者が
不当な不利益を被るおそれがあるか
ら。

2. 企業が安定した利益を得られない
と、新製品の開発が進まず、結果的
に技術革新が遅れてしまうから。

3. 特定の企業が市場を独占すること
で、国が市場全体の流通量を管理で
きなくなり、関税の徴収が困難にな
るから。

4. 小規模な企業を守るために、国が
すべての商品の価格を決定し、物価
を一定に保つ必要があるから。

問7 ある旅行者がアメリカで100ドルのカバンを購入しようとしています。為替相場が1ドル＝140円の時と、1ドル＝110円の時を比較した記述とし
て適切なものはどれですか。 （2023年 青森県公立入試 類似）

1. 1ドル＝110円の時の方が、日本
円換算で3,000円安く購入できるた
め、円高の恩恵を受けられる

2. 1ドル＝140円の時の方が、日本
円換算で3,000円安く購入できるた
め、円安の恩恵を受けられる

3. 1ドル＝110円の時は円の価値が
低くなっているため、現地での買い
物は140円の時よりも不利になる

4. 為替レートが変動しても、現地の
価格が100ドルであれば日本円での
支払額に差は生じない

問8 自然界から資源を直接採取する産業の分類について、農業、林業、漁業が含まれる名称として適切なものを答えなさい。 （2022年 島根公立入試 類似）

1. 第1次産業 2. 第2次産業 3. 第3次産業 4. 第4次産業

問9 市場経済において、企業同士が自由に価格や品質を競い合うことは、良質な商品が安く提供されるために不可欠です。この自由な競争を妨げる
行為がないか、独占禁止法に基づいて厳しく監視・指導を行う、他府省から独立して職務を行う行政機関を選びなさい。 （2019年 山形県公立入試 類似）

1. 公正取引委員会 2. 消費者庁 3. 経済産業省 4. 金融庁

問10 経済活動における「家計」の役割について説明した文として、最も適切なものはどれか選びなさい。 （2018年 三重公立入試 類似）

1. 労働を提供して得た所得をもとに
、商品の購入や貯蓄を行う消費生活
の主体である。

2. 利潤を得ることを目的として、財
やサービスを生産・販売する経済の
主体である。

3. 税金を主な財源として、公共施設
の建設や社会保障などの公共サービ
スを提供する主体である。

4. 銀行などの金融機関から資金を借
り入れ、新たな工場や設備への投資
を専門に行う主体である。

問11 為替相場が1ドル＝110円から1ドル＝90円に変動した場合について、円の価値の変化と、日本から自動車などを海外に売る輸出企業への影響を
組み合わせた説明として正しいものはどれですか。 （2017年 岐阜公立入試 類似）

1. 円の価値が上がった状態であり、
輸出企業にとっては、現地での販売
価格を上げざるを得ないなどの理由
で不利に働く。

2. 円の価値が上がった状態であり、
輸出企業にとっては、原材料を安く
仕入れられるため、海外での販売競
争において常に有利に働く。

3. 円の価値が下がった状態であり、
輸出企業にとっては、海外での売上
を日本円に換算した際に受け取れる
金額が増えるため、有利に働く。

4. 円の価値が下がった状態であり、
輸出企業にとっては、円の信認が低
下したとみなされるため、国際取引
において不利に働く。

問12 1ドルを交換するために必要な日本円が、1985年の239円から1995年の94円へと変化したような為替相場の変動と、その状況が日本の輸出産業
に与える影響について述べたものとして、最も適切なものはどれですか。 （2016年 神奈川県公立入試 類似）

1. 円高が進行し、日本の輸出製品の
現地での価格が上がるため、国際的
な価格競争力が低下する。

2. 円安が進行し、海外から輸入する
原材料の価格が下がるため、製品の
生産コストが低下する。

3. 円高が進行し、日本の輸出製品の
現地での価格が下がるため、海外で
の販売数量が増加する。

4. 円安が進行し、日本国内での物価
が上昇するため、輸出産業の利益が
大幅に減少する。

問13 幕末の1867年にフランスへ赴き、現地の銀行や株式会社の仕組みを学んだ経験を活かして、後に「日本資本主義の父」と呼ばれた人物が行った
業績として適切なものはどれですか。 （2020年 大分県公立入試 類似）

1. 第一国立銀行などの設立に関わり
、多くの株式会社の創設を支援した
。

2. 三菱財閥の基礎を築き、海運業を
中心に日本の近代産業を牽引した。

3. 内閣総理大臣として、金本位制の
確立や日本銀行の設立を主導した。

4. 学問のすゝめを執筆し、個人が自
立して経済活動を行うことの重要性
を説いた。



いちごドリルプリント

答え合わせ・解説

問1 答え 2

流通

生産と消費を結びつける一連の流れを「流通」と呼びます。この仕組みがあることで、消費者
は各地で生産された商品を、身近な店舗で必要な時に購入することが可能になります。卸売業
者は商品の集荷と分配を、小売業者は消費者への直接販売を担当しています。

問2 答え 1

海外から輸入する原油や原材料の価格が値上

がりし、国内の製品価格を押し上げる要因と

なる。

円安の状態では、外貨建てで取引される輸入製品を買い取る際、より多くの日本円を支払う必
要があります。その結果、日本が依存している石油などのエネルギー資源や食料品の輸入コス
トが上昇し、国内の物価上昇（コストプッシュ・インフレ）を招く原因となります。

問3 答え 1

ハガキなどの書面や電磁的記録によって通知

し、損害賠償金や違約金を支払う必要はない

手続きは、後で証拠が残るようにハガキ（特定記録郵便や簡易書留など）やメールなどの記録
に残る形で行うことが重要です。この制度が適用される場合、消費者は販売会社に対して解約
料や違約金を支払う必要はなく、すでに代金を支払っている場合は全額の返還を求めることが
できます。また、商品の引き取り費用も業者の負担となります。

問4 答え 1

新規参入の壁となっている許可や認可の制度

を緩め、市場の競争を活発にするため

規制緩和は、かつて国が主導していた産業分野において、参入障壁となっていた厳しい許可・
認可制を廃止または縮小するものです。これにより、民間企業の創意工夫が活かされるように
なり、新しい商品やサービスの開発、価格破壊などが起こり、経済全体が活性化することが期
待されています。他の選択肢は地方分権、情報公開、行政組織の合理化に関するものであり、
規制緩和とは内容が異なります。

問5 答え 1

1,000円

消費税は、商品の本体価格に一定の税率を乗じて算出されます。税込価格は「本体価格 ＋
消費税額」で構成されるため、本体価格をW、税率をrとすると「W × (1 + r) ＝ 税込価格」
という関係が成り立ちます。この問題では、税込価格が1,080円、税率が8％（0.08）である
ため、本体価格は 1,080 ÷ 1.08
を計算して1,000円となります。もし税率が10％であれば、1,080 ÷ 1.1
となり、本体価格は約982円となります。

問6 答え 1

企業間の競争が失われると、価格が高止まり

するなどして、消費者が不当な不利益を被る

おそれがあるから。

市場経済では、企業がより良い商品を安く提供しようと競い合うことで、価格が適正な水準に
保たれ、質が向上します。しかし、寡占状態にある企業が共同で価格を操作すると、競争原理
が働かなくなり、価格が下がりにくくなります。公正取引委員会は、こうした不公正な取引を
制限することで、市場の活性化と消費者の権利保護を図っています。

問7 答え 1

1ドル＝110円の時の方が、日本円換算で3,0

00円安く購入できるため、円高の恩恵を受け

られる

100ドルの商品を日本円で支払う場合、1ドル＝140円では14,000円、1ドル＝110円では11,
000円が必要になります。このように、少ない円で同じ外貨の商品を購入できる状態が円高で
す。海外旅行においては、航空券の燃油サーチャージや現地での滞在費が安くなるため、円高
は旅行者にとって大きなメリットとなります。

問8 答え 1

第1次産業

自然界に働きかけて直接資源を採取する産業を第1次産業と呼びます。これには農業、林業、
漁業が含まれます。これに対し、採取された資源を加工する製造業などは第2次産業、商業や
サービス業などは第3次産業に分類されます。経済の発展とともに、第1次産業の就業者が占め
る割合は低下する傾向にあります。

問9 答え 1

公正取引委員会

独占禁止法（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律）は、企業間の公正かつ自由な
競争を促進するために制定されました。この法律の実効性を高めるために、内閣府の外局とし
て設置され、独立して職務を行うのが公正取引委員会です。企業が話し合って価格を決める「
カルテル」や、公共事業などの入札で事前に落札者を決める「談合」などを監視・摘発する役
割を担っています。

問1
0

答え 1

労働を提供して得た所得をもとに、商品の購

入や貯蓄を行う消費生活の主体である。

家計は、労働によって「所得」を得て、それを「消費（支出）」や「貯蓄」に振り分けるとい
うサイクルで成り立っています。選択肢にある利潤を目的とした生産活動は「企業」の役割で
あり、税金を財源とした公共サービスの提供は「政府」の役割です。

問1
1

答え 1

円の価値が上がった状態であり、輸出企業に

とっては、現地での販売価格を上げざるを得

ないなどの理由で不利に働く。

1ドルを交換するために必要な日本円が110円から90円に減ったということは、それだけ円の
価値が相対的に高くなったことを意味し、これを円高と呼びます。円高になると、日本国内で
製造した製品を海外で販売する際、外貨建ての価格を上げないと利益を維持できなくなるため
、輸出企業にとっては国際的な価格競争力が低下し、不利な状況となります。

問1
2

答え 1

円高が進行し、日本の輸出製品の現地での価

格が上がるため、国際的な価格競争力が低下

する。

1ドルを交換するために必要な円の額が減少していることは、ドルに対して円の価値が相対的
に高くなる「円高」を意味します。円高になると、日本の企業が1ドルの製品を海外で売って
得られる日本円の額が少なくなるため、利益を維持しようと現地での販売価格を上げざるを得
なくなり、価格競争において不利になります。

問1
3

答え 1

第一国立銀行などの設立に関わり、多くの株

式会社の創設を支援した。

渋沢栄一は、幕末に徳川昭武に随行して訪れたフランスで、近代的な経済システムに触れまし
た。帰国後、その知識を活かして日本初の銀行である第一国立銀行を設立したほか、500社以
上の企業の設立に関わりました。彼は個人の利益だけでなく、社会全体の利益を追求する「道
徳経済合一説」を唱え、日本の近代化に大きく貢献しました。


